
Ⅰ-1　事業場の形態 資料 2
1 2 3 4 5

本
社
単
独
事
業
場

支
社
等
の
あ
る
本
社

支
社
・
出
張
所

（
工
場
等
を
含
む

）

そ
の
他

未
記
入

全体 184 121 51 9 2 1

常用労働者数 1～9人 23 15 6 2 0 0

10～19人 66 48 15 1 2 0

20～29人 43 29 14 0 0 0

30～39人 19 13 6 0 0 0

40～49人 22 11 7 4 0 0

50人以上 10 5 3 2 0 0

未記入 1 0 0 0 0 1

業種 製造業 82 62 16 4 0 0

建設業 25 17 8 0 0 0

運送業 2 2 0 0 0 0

電気・ガス・水道業 0 0 0 0 0 0

情報通信業 3 2 1 0 0 0

卸・小売り 28 11 15 2 0 0

金融・保険 0 0 0 0 0 0

不動産業 1 0 1 0 0 0

飲食店・宿泊業 8 7 1 0 0 0

医療・福祉 8 6 1 1 0 0

教育・学習支援業 2 1 1 0 0 0

サービス業（その他） 23 12 7 2 2 0

未記入 2 1 0 0 0 1

Ⅱ-4　職種

1 2 3 4 5 6

事
業
主

人
事
労
務
担
当
者

健
康
管
理
担
当
者

総
務
事
務
員

そ
の
他

未
記
入

全体 184 67 36 8 61 10 2

常用労働者数 1～9人 23 9 4 1 7 2 0

10～19人 66 29 9 2 24 1 1

20～29人 43 15 10 4 13 1 0

30～39人 19 6 4 0 7 2 0

40～49人 22 5 4 1 9 3 0

50人以上 10 3 5 0 1 1 0

未記入 1 0 0 0 0 0 1

業種 製造業 82 35 15 2 26 4 0

建設業 25 7 3 2 12 0 1

運送業 2 0 1 0 1 0 0

電気・ガス・水道業 0 0 0 0 0 0 0

情報通信業 3 0 3 0 0 0 0

卸・小売り 28 10 6 4 7 1 0

金融・保険 0 0 0 0 0 0 0

不動産業 1 0 1 0 0 0 0

飲食店・宿泊業 8 4 3 0 1 0 0

医療・福祉 8 2 1 0 3 2 0

教育・学習支援業 2 2 0 0 0 0 0

サービス業（その他） 23 7 3 0 10 3 0

未記入 2 0 0 0 1 0 1
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Ⅱ-5　諏訪広域地産保をご存知ですか

1 2 3

知

っ
て
い
る

知
ら
な
い

未
記
入

全体 184 77 105 2

常用労働者数 1～9人 23 9 14 0

10～19人 66 18 48 0

20～29人 43 20 23 0

30～39人 19 11 7 1

40～49人 22 15 7 0

50人以上 10 4 6 0

未記入 1 0 0 1

業種 製造業 82 40 42 0

建設業 25 9 16 0

運送業 2 2 0 0

電気・ガス・水道業 0 0 0 0

情報通信業 3 3 0 0

卸・小売り 28 8 20 0

金融・保険 0 0 0 0

不動産業 1 0 1 0

飲食店・宿泊業 8 3 5 0

医療・福祉 8 4 3 1

教育・学習支援業 2 1 1 0

サービス業（その他） 23 6 17 0

未記入 2 1 0 1

Ⅱ-6　諏訪広域地産保をどこで知りましたか（複数回答可）

1 2 3 4 5 6 7 8

広
報
誌

ホ
ー

ム
ペ
ー

ジ

メ
ル
マ
ガ

労
働
基
準
監
督
署
か
ら

連
合
会
や
労
働
基
準
協
会
か
ら

研
修
会
や
大
会
時

そ
の
他

未
記
入

全体 108 34 2 0 28 20 10 9 5

常用労働者数 1～9人 13 2 0 0 6 2 2 1 0

10～19人 28 10 1 0 8 5 2 2 0

20～29人 28 11 1 0 7 6 2 0 1

30～39人 12 3 0 0 1 0 1 5 2

40～49人 18 6 0 0 4 5 2 0 1

50人以上 8 2 0 0 2 2 1 1 0

未記入 1 0 0 0 0 0 0 0 1

業種 製造業 52 18 1 0 14 9 4 3 3

建設業 13 4 0 0 2 4 3 0 0

運送業 4 2 0 0 1 1 0 0 0

電気・ガス・水道業 0 0 0 0 0 0 0 0 0

情報通信業 3 2 1 0 0 0 0 0 0

卸・小売り 11 1 0 0 4 3 1 2 0

金融・保険 0 0 0 0 0 0 0 0 0

不動産業 0 0 0 0 0 0 0 0 0

飲食店・宿泊業 3 3 0 0 0 0 0 0 0

医療・福祉 8 1 0 0 2 1 1 2 1

教育・学習支援業 2 1 0 0 0 1 0 0 0

サービス業（その他） 10 1 0 0 5 1 1 2 0

未記入 2 1 0 0 0 0 0 0 1
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Ⅱ-7 諏訪広域地産保を活用したことがありますか

1 2

あ
る

な
い

全体 184 35 149

常用労働者数 1～9人 23 5 18

10～19人 66 7 59

20～29人 43 10 33

30～39人 19 5 14

40～49人 22 7 15

50人以上 10 1 9

未記入 1 0 1

業種 製造業 82 19 63

建設業 25 4 21

運送業 2 0 2

電気・ガス・水道業 0 0 0

情報通信業 3 2 1

卸・小売り 28 5 23

金融・保険 0 0 0

不動産業 1 0 1

飲食店・宿泊業 8 1 7

医療・福祉 8 1 7

教育・学習支援業 2 0 2

サービス業（その他） 23 3 20

未記入 2 0 2

Ⅱ-8　諏訪広域地産保で活用した項目（複数回答可）　

1 2 3 4 5 6

医
師
か
ら
の
意
見
聴
取

長
時
間
労
働
者
の
面
接
指
導

高
ス
ト
レ
ス
者
の
面
接
指
導

事
業
場
訪
問
に
よ
る
産
業
保
健
指
導

そ
の
他

未
記
入

全体 45 25 1 2 8 4 5

常用労働者数 1～9人 5 5 0 0 0 0 0

10～19人 9 4 0 0 2 3 0

20～29人 11 7 0 1 1 1 1

30～39人 7 3 0 0 2 0 2

40～49人 9 5 0 1 2 0 1

50人以上 3 1 1 0 1 0 0

未記入 1 0 0 0 0 0 1

業種 製造業 26 13 1 0 6 3 3

建設業 5 4 0 1 0 0 0

運送業 0 0 0 0 0 0 0

電気・ガス・水道業 0 0 0 0 0 0 0

情報通信業 2 0 0 1 1 0 0

卸・小売り 5 4 0 0 1 0 0

金融・保険 0 0 0 0 0 0 0

不動産業 0 0 0 0 0 0 0

飲食店・宿泊業 1 0 0 0 0 1 0

医療・福祉 2 1 0 0 0 0 1

教育・学習支援業 0 0 0 0 0 0 0

サービス業（その他） 3 3 0 0 0 0 0

未記入 1 0 0 0 0 0 1
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Ⅲ-11 うつ病等メンタル不調の労働者の在籍状況

1 2 3 4

現
在
在
籍
あ
り

過
去
に
在
籍
あ
り

在
籍
な
し

未
記
入

全体 184 13 40 128 3

常用労働者数 1～9人 23 0 2 21 0

10～19人 66 4 15 47 0

20～29人 43 1 12 28 2

30～39人 19 3 4 12 0

40～49人 22 4 4 14 0

50人以上 10 1 3 6 0

未記入 1 0 0 0 1

業種 製造業 82 8 21 52 1

建設業 25 1 2 21 1

運送業 2 0 0 2 0

電気・ガス・水道業 0 0 0 0 0

情報通信業 3 0 3 0 0

卸・小売り 28 1 3 24 0

金融・保険 0 0 0 0 0

不動産業 1 0 0 1 0

飲食店・宿泊業 8 1 1 6 0

医療・福祉 8 2 4 2 0

教育・学習支援業 2 0 0 2 0

サービス業（その他） 23 0 6 17 0

未記入 2 0 0 1 1

Ⅲ-12　メンタルヘルス対策の取り組み状況

1 2 3
実
際
に
取
り
組
ん
で
い
る

取
り
組
ん
で
い
な
い

未
記
入

全体 184 60 123 1

常用労働者数 1～9人 23 7 16 0

10～19人 66 15 51 0

20～29人 43 15 28 0

30～39人 19 5 14 0

40～49人 22 12 10 0

50人以上 10 6 4 0

未記入 1 0 0 1

業種 製造業 82 26 56 0

建設業 25 10 15 0

運送業 2 2 0 0

電気・ガス・水道業 0 0 0 0

情報通信業 3 3 0 0

卸・小売り 28 8 20 0

金融・保険 0 0 0 0

不動産業 1 0 1 0

飲食店・宿泊業 8 3 5 0

医療・福祉 8 5 3 0

教育・学習支援業 2 0 2 0

サービス業（その他） 23 3 20 0

未記入 2 0 1 1
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Ⅲ-13　メンタルヘルス対策について取り組んでいる項目（複数回答可）

1 2 3 4 5 6 7 8 9
衛
生
委
員
会
等
で
の
調
査
審
議

心
の
健
康
づ
く
り
計
画
の
策
定

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
推
進
担
当
者
の
選
任

労
働
者
へ
の
教
育
研
修
の
実
施

管
理
監
督
者
へ
の
教
育
研
修
の
実
施

労
働
者
か
ら
の
相
談
体
制
の
整
備

職
場
復
帰
支
援
体
制
の
整
備

ス
ト
レ
ス
チ

ェ
ッ
ク
の
実
施

未
記
入

全体 133 11 7 15 10 10 40 13 26 1

常用労働者数 1～9人 19 2 3 2 2 2 6 1 1 0

10～19人 29 1 1 0 4 2 10 4 7 0

20～29人 28 1 1 5 2 2 11 2 4 0

30～39人 9 0 0 1 0 0 3 2 3 0

40～49人 27 4 1 4 0 3 7 3 5 0

50人以上 20 3 1 3 2 1 3 1 6 0

未記入 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1

業種 製造業 61 7 3 5 4 4 17 7 14 0

建設業 14 1 1 0 2 0 7 1 2 0

運送業 5 0 1 2 0 1 1 0 0 0

電気・ガス・水道業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

情報通信業 7 0 0 0 1 1 1 1 3 0

卸・小売り 16 2 1 3 0 2 6 0 2 0

金融・保険 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

不動産業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

飲食店・宿泊業 6 0 0 2 1 0 2 1 0 0

医療・福祉 16 1 1 2 1 2 3 2 4 0

教育・学習支援業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

サービス業（その他） 7 0 0 1 1 0 3 1 1 0

未記入 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1

Ⅲ-14　メンタルヘルス対策取り組みのメリット等（複数回答可）x

1 2 3 4 5 6 7
労
働
者
の
健
康
確
保

人
材
の
確
保
・
定
着

企
業
の
社
会
的
責
任

企
業
イ
メ
ー

ジ
の
向
上

負
担
の
わ
り
に
メ
リ

ッ
ト
が
少
な
い

そ
の
他

未
記
入

全体 126 57 28 30 6 3 0 2

常用労働者数 1～9人 15 6 3 4 2 0 0 0

10～19人 36 16 10 8 1 0 0 1

20～29人 28 14 6 5 1 2 0 0

30～39人 10 5 3 2 0 0 0 0

40～49人 22 11 5 6 0 0 0 0

50人以上 14 5 1 5 2 1 0 0

未記入 1 0 0 0 0 0 0 1

業種 製造業 57 27 11 15 3 0 0 1

建設業 16 8 4 3 1 0 0 0

運送業 2 1 1 0 0 0 0 0

電気・ガス・水道業 0 0 0 0 0 0 0 0

情報通信業 6 3 2 1 0 0 0 0

卸・小売り 17 9 3 3 1 1 0 0

金融・保険 0 0 0 0 0 0 0 0

不動産業 0 0 0 0 0 0 0 0

飲食店・宿泊業 7 2 2 2 0 1 0 0

医療・福祉 14 4 3 5 1 1 0 0

教育・学習支援業 0 0 0 0 0 0 0 0

サービス業（その他） 6 3 2 1 0 0 0 0

未記入 1 0 0 0 0 0 0 1

5



Ⅲ-15　メンタルヘルス対策に取り組んでいない理由（複数回答可）　

1 2 3 4 5 6 7
必
要
を
感
じ
な
い

取
り
組
み
方
が
わ
か
ら
な
い

経
費
が
か
か
る

関
心
が
な
い

取
り
組
む
余
裕
が
な
い

そ
の
他

未
記
入

全体 152 37 54 5 3 38 12 3

常用労働者数 1～9人 19 6 8 0 1 3 1 0

10～19人 60 20 18 2 0 15 4 1

20～29人 35 5 14 2 1 9 4 0

30～39人 18 1 5 1 1 8 2 0

40～49人 13 5 6 0 0 1 1 0

50人以上 6 0 3 0 0 2 0 1

未記入 1 0 0 0 0 0 0 1

業種 製造業 71 12 26 3 1 21 8 0

建設業 18 7 7 0 0 3 0 1

運送業 0 0 0 0 0 0 0 0

電気・ガス・水道業 0 0 0 0 0 0 0 0

情報通信業 0 0 0 0 0 0 0 0

卸・小売り 24 9 6 1 1 5 2 0

金融・保険 0 0 0 0 0 0 0 0

不動産業 1 0 1 0 0 0 0 0

飲食店・宿泊業 5 1 4 0 0 0 0 0

医療・福祉 8 0 4 1 1 2 0 0

教育・学習支援業 2 1 0 0 0 0 1 0

サービス業（その他） 21 7 6 0 0 6 1 1

未記入 2 0 0 0 0 1 0 1

Ⅲ-16　ストレスチェック実施の有無

1 2 3 4
毎
年
実
施

過
去
に
実
施

実
施
し
て
い
な
い

未
記
入

全体 184 22 11 149 2

常用労働者数 1～9人 23 2 0 21 0

10～19人 66 7 4 54 1

20～29人 43 4 2 37 0

30～39人 19 1 2 16 0

40～49人 22 3 2 17 0

50人以上 10 5 1 4 0

未記入 1 0 0 0 1

業種 製造業 82 10 6 65 1

建設業 25 2 1 22 0

運送業 2 0 1 1 0

電気・ガス・水道業 0 0 0 0 0

情報通信業 3 2 1 0 0

卸・小売り 28 2 0 26 0

金融・保険 0 0 0 0 0

不動産業 1 0 0 1 0

飲食店・宿泊業 8 0 1 7 0

医療・福祉 8 3 1 4 0

教育・学習支援業 2 1 0 1 0

サービス業（その他） 23 2 0 21 0

未記入 2 0 0 1 1
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Ⅲ-17　ストレスチェックを実施しなかった（できなかった・中断）理由（複数回答可）

1 2 3 4 5 6 7
実
施
義
務
が
な
い
た
め

実
務
上
煩
雑
だ

っ
た
た
め

費
用
負
担
が
大
き
い

プ
ラ
イ
バ
シ
ー

に
配
慮
す
る
こ
と
が
困

難 ス
ト
レ
ス
チ

ェ
ッ
ク
制
度
を
知
ら
な

か

っ
た

そ
の
他

未
記
入

全体 214 59 23 8 49 51 14 10

常用労働者数 1～9人 27 6 3 1 4 12 1 0

10～19人 73 21 7 4 16 18 2 5

20～29人 57 14 7 1 15 12 8 0

30～39人 24 8 3 1 4 4 2 2

40～49人 23 8 1 0 8 4 1 1

50人以上 9 2 2 1 2 1 0 1

未記入 1 0 0 0 0 0 0 1

業種 製造業 104 29 13 5 27 20 7 3

建設業 26 6 2 0 8 6 2 2

運送業 2 2 0 0 0 0 0 0

電気・ガス・水道業 0 0 0 0 0 0 0 0

情報通信業 1 0 0 0 0 0 0 1

卸・小売り 33 11 1 2 8 9 2 0

金融・保険 0 0 0 0 0 0 0 0

不動産業 1 0 0 0 0 1 0 0

飲食店・宿泊業 10 3 0 0 1 4 1 1

医療・福祉 5 2 0 0 0 2 0 1

教育・学習支援業 2 0 0 0 1 1 0 0

サービス業（その他） 28 6 7 1 4 7 2 1

未記入 2 0 0 0 0 1 0 1

Ⅲ-18　ストレスチェックの実施機関　(N=33)

1 2 3 4
健
診
実
施
機
関

医
療
機
関

そ
の
他

未
記
入

全体 33 13 5 14 1

常用労働者数 1～9人 2 0 0 2 0

10～19人 11 3 2 5 1

20～29人 6 2 1 3 0

30～39人 3 1 1 1 0

40～49人 5 4 1 0 0

50人以上 6 3 0 3 0

未記入 0 0 0 0 0

業種 製造業 16 9 1 6 0

建設業 3 1 1 1 0

運送業 1 0 1 0 0

電気・ガス・水道業 0 0 0 0 0

情報通信業 3 1 0 2 0

卸・小売り 2 0 1 1 0

金融・保険 0 0 0 0 0

不動産業 0 0 0 0 0

飲食店・宿泊業 1 0 0 0 1

医療・福祉 4 1 1 2 0

教育・学習支援業 1 0 0 1 0

サービス業（その他） 2 1 0 1 0

未記入 0 0 0 0 0
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Ⅲ-19　高ストレス者の面接指導の実施　(N=33)

1 2 3 4
実
施
し
た

申
し
出
が
な
か

っ
た

未
実
施

未
記
入

全体 33 6 24 1 2

常用労働者数 1～9人 2 0 2 0 0

10～19人 11 1 9 0 1

20～29人 6 3 2 1 0

30～39人 3 1 2 0 0

40～49人 5 1 4 0 0

50人以上 6 0 5 0 1

未記入 0 0 0 0 0

業種 製造業 16 2 12 1 1

建設業 3 0 3 0 0

運送業 1 0 1 0 0

電気・ガス・水道業 0 0 0 0 0

情報通信業 3 2 1 0 0

卸・小売り 2 0 2 0 0

金融・保険 0 0 0 0 0

不動産業 0 0 0 0 0

飲食店・宿泊業 1 0 1 0 0

医療・福祉 4 1 2 0 1

教育・学習支援業 1 0 1 0 0

サービス業（その他） 2 1 1 0 0

未記入 0 0 0 0 0

Ⅲ-20 ストレスチェック結果に基づく集団分析　(N=33)

1 2 3
実
施
し
た

実
施
し
て
い
な
い

未
記
入

全体 33 18 13 2

常用労働者数 1～9人 2 1 0 1

10～19人 11 5 5 1

20～29人 6 4 2 0

30～39人 3 2 1 0

40～49人 5 2 3 0

50人以上 6 4 2 0

未記入 0 0 0 0

業種 製造業 16 8 6 2

建設業 3 1 2 0

運送業 1 0 1 0

電気・ガス・水道業 0 0 0 0

情報通信業 3 3 0 0

卸・小売り 2 1 1 0

金融・保険 0 0 0 0

不動産業 0 0 0 0

飲食店・宿泊業 1 0 1 0

医療・福祉 4 2 2 0

教育・学習支援業 1 1 0 0

サービス業（その他） 2 2 0 0

未記入 0 0 0 0
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Ⅲ-21　ストレスチェック結果に基づく集団分析をしなかった（できなかった）理由（複数回答可）

1 2 3 4 5 6 7
必
要
性
を
感
じ
な
か

っ
た

実
施
す
る
余
裕
が
な
か

っ
た

法
的
義
務
が
な
い
た
め

仕
方
が
分
か
ら
な
か

っ
た

プ
ラ
イ
バ
シ
ー

の
保
護
を
考
慮
し
て
実

施
し
な
か

っ
た

そ
の
他

未
記
入

全体 40 11 7 5 8 5 1 3

常用労働者数 1～9人 3 1 0 0 0 1 0 1

10～19人 19 5 3 2 6 2 0 1

20～29人 6 3 2 0 1 0 0 0

30～39人 4 1 1 1 0 1 0 0

40～49人 5 1 0 2 0 1 1 0

50人以上 2 0 1 0 1 0 0 0

未記入 1 0 0 0 0 0 0 1

業種 製造業 26 7 4 4 5 3 1 2

建設業 3 1 1 1 0 0 0 0

運送業 1 1 0 0 0 0 0 0

電気・ガス・水道業 0 0 0 0 0 0 0 0

情報通信業 0 0 0 0 0 0 0 0

卸・小売り 3 1 1 0 1 0 0 0

金融・保険 0 0 0 0 0 0 0 0

不動産業 0 0 0 0 0 0 0 0

飲食店・宿泊業 2 0 0 0 1 1 0 0

医療・福祉 2 0 1 0 1 0 0 0

教育・学習支援業 0 0 0 0 0 0 0 0

サービス業（その他） 2 1 0 0 0 1 0 0

未記入 1 0 0 0 0 0 0 1

Ⅲ-22　ストレスチェック制度を実施して実感した効果（複数回答可）

1 2 3 4 5 6 7 8 9
職
場
の
雰
囲
気
の
改
善

メ
ン
タ
ル
不
調
者
の
減
少

社
員
の
満
足
度
の
向
上

離
職
者
の
減
少

社
員
の
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
へ
の
関
心
度

の
高
ま
り

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
に
理
解
あ
る
風
土
の

醸
成

特
に
効
果
な
し

そ
の
他

未
記
入

全体 50 11 0 6 2 11 7 7 0 6

常用労働者数 1～9人 2 0 0 0 0 0 1 0 0 1

10～19人 17 5 0 3 0 3 1 2 0 3

20～29人 8 3 0 1 1 0 1 2 0 0

30～39人 5 0 0 0 1 2 1 1 0 0

40～49人 7 0 0 1 0 4 1 0 0 1

50人以上 10 3 0 1 0 2 2 2 0 0

未記入 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1

業種 製造業 21 3 0 1 1 6 2 4 0 4

建設業 3 0 0 0 0 1 0 2 0 0

運送業 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0

電気・ガス・水道業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

情報通信業 6 1 0 1 1 1 2 0 0 0

卸・小売り 4 2 0 2 0 0 0 0 0 0

金融・保険 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

不動産業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

飲食店・宿泊業 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1

医療・福祉 8 2 0 1 0 2 2 1 0 0

教育・学習支援業 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0

サービス業（その他） 4 2 0 0 0 1 1 0 0 0

未記入 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1

9



Ⅲ-25　メンタルヘルス対策促進員の事業場を訪問希望しますか。

1 2 3 4
希
望
す
る

希
望
し
な
い

検
討
中

未
記
入

全体 184 19 89 54 22

常用労働者数 1～9人 23 0 15 7 1

10～19人 66 7 36 14 9

20～29人 43 7 19 11 6

30～39人 19 0 7 10 2

40～49人 22 2 7 10 3

50人以上 10 3 5 2 0

未記入 1 0 0 0 1

業種 製造業 82 9 35 26 12

建設業 25 2 14 7 2

運送業 2 0 2 0 0

電気・ガス・水道業 0 0 0 0 0

情報通信業 3 1 0 2 0

卸・小売り 28 1 17 8 2

金融・保険 0 0 0 0 0

不動産業 1 0 0 0 1

飲食店・宿泊業 8 2 4 1 1

医療・福祉 8 1 3 3 1

教育・学習支援業 2 0 2 0 0

サービス業（その他） 23 3 11 7 2

未記入 2 0 1 0 1

Ⅲ-25　メンタルヘルス対策支援　支援内容 　（複数回答可）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
衛
生
委
員
会
に
か
か
る
支
援

事
業
場
に
お
け
る
実
態
の
把
握

心
の
健
康
づ
く
り
計
画
の
策
定

事
業
場
内
体
制
の
整
備

職
場
環
境
等
の
把
握
と
改
善

メ
ン
タ
ル
不
調
者
の
早
期
発
見
と
適
切

な
対
応
の
実
施

職
場
復
帰
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
作
成

職
場
復
帰
に
か
か
る
支
援

管
理
監
督
者
向
け
研
修
の
実
施

若
年
労
働
者
向
け
研
修
の
実
施

ス
ト
レ
ス
チ

ェ
ッ
ク
制
度
に
か
か
る
支

援 　
そ
の
他

全体 44 0 4 5 3 0 8 2 3 7 2 9 1

常用労働者数 1～9人 5 0 0 1 0 0 1 1 1 0 0 1 0

10～19人 17 0 4 3 1 0 2 0 1 4 0 2 0

20～29人 15 0 0 1 1 0 4 0 1 1 1 5 1

30～39人 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

40～49人 5 0 0 0 1 0 0 1 0 1 1 1 0

50人以上 2 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0

未記入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

業種 製造業 30 0 3 3 2 0 6 2 3 3 2 6 0

建設業 2 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0

運送業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

電気・ガス・水道業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

情報通信業 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0

卸・小売り 4 0 1 1 0 0 0 0 0 1 0 1 0

金融・保険 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

不動産業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

飲食店・宿泊業 2 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0

医療・福祉 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

教育・学習支援業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

サービス業（その他） 5 0 0 0 1 0 0 0 0 3 0 0 1

未記入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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